
能登の復興と課題

２０２４０８２５ 報告

のと共栄信用金庫 鈴木正俊



１，震災直後の状況と政府等の対応

現地状況の説明資料（略）安否確認・携帯トイレ

震災対応の雑誌記事（略）緊急時の優先事項



今後の対応（主に金融面、既往債務、いわゆる二重ローン問題）

１．単独の企業支援（融資）では、極めて困難な状況 1月7日 片山さつき議員に手交した資料（略）

２．面的再生（既往の債権買取と新規出資）が必要

◎公的機関の関与の有無（新法もしくは法改正）

◎商店街再生や震災に強い街づくり等も併せ考える必要

（案1）「能登震災事業者再生支援機構」（仮称）の創設

（既存債務の買取と出資機能、復興ノウハウを併せ持つ組織、機能

グループ補助金の創設と柔軟な運用、保証協会融資の劣後化等）

（参考）東日本大震災時のスキーム

（案2）地域経済活性化支援機構等による「能登半島震災ファンド」





①金融機関からファンドへ移転（震災前の金額限度、非保全額原則）

②ファンドが債権カット（返済可能額）

③元の金融機関に返還

X年

（最長15年）

伴走支援

追加融資可能

平常時 コロナ禍 震災時 復興時 （ファンドの活用） 再生後

債務残高 債務残高 債務残高 債務残高 債務残高

返済可能 返済配慮 返済困難 返済配慮 返済可能

◎サービーサーへの売却と異なり、あくまでも再生まで継続支援義務

「能登半島震災ファンド」の例
１００→５０

１００→７０ ▲３０



２，震災半年経過後の状況と金庫等の対応



能登地域 お客様の被災・復興状況

輪島市 総数１２７先 物的損壊１２０先（９４％） うち操業・営業停止４２先（３３％）

穴水町 総数 ４８先 物的損壊 ４４先（９２％） うち操業・営業停止１８先（３８％）

七尾市 総数６９４先 物的損壊４６８先（６７％） うち操業・営業停止５５先（ ８％）

志賀町 総数２１２先 物的損壊１４９先（７０％） うち操業・営業停止１７先（ ８％）

（２４年６月末時点）

輪島市 総数１２７先 物的損壊１２５先（９８％） うち操業・営業停止３３先（２６％）

（２４年３月末時点）

穴水町 総数 ４８先 物的損壊 ４４先（９２％） うち操業・営業停止１３先（２７％）

七尾市 総数６９４先 物的損壊５６７先（８２％） うち操業・営業停止４５先（ ７％）

志賀町 総数２１２先 物的損壊１３８先（６５％） うち操業・営業停止１６先（ ８％） ６先

１０先

８先

うち廃業 ７先



能登地域 地域の状況と復興支援
（２４年７月時点）

輪島市（１～６月） 人口 ▲１，５３６人（前年末比 ▲６．６％） ２３，１１８人

穴水町（１～６月） 人口 ▲ ３４１人（前年末比 ▲４．６％） ７，３４７人

七尾市（１～６月） 人口 ▲１，２１８人（前年末比 ▲２．５％） ４８，２６４人

志賀町（１～６月） 人口 ▲ ４２９人（前年末比 ▲２．４％） １８，２５５人

２０２３年１２月末現在

復興支援チーㇺを部分的に２月から準備し、４月に７名体制で正式に発足
資金繰り支援とともに補助金の申請支援（週４日を交代で輪島／穴水支店と商工会議所
等で無料相談）、重要案件の進捗管理を行っている。

６月には従来のふるさと創生部を「復興推進部」に名称変更し、復旧・復興のスピード
アップを図っている。

経営支援室に事業再生のノウハウを蓄積する。



災害復旧ローン等の取組（生活基盤）

１～３月 ５４件 ９６，６８０千円

４～６月 １０９件 ２７３，４９０千円

住宅関連資金 ５２件(1.6倍） ６６５百万円(2.5倍）
（前年同月） ３２件 ２６３百万円

①住宅の補修・修繕、②自動車の修理・買換費用、③家具.家電の修理・買換費用
④以上に加えて従来の借り換え費用 （信金保証基金）

うち穴水・輪島 １～６月 ７件 １５，９４０千円



震災関連事業性ローン等の取組（事業基盤）

新規融資 １～６月 ２８８先 ５，４６５百万円
うち保証協会付き ２７３先 ４，２５６百万円

条件変更 １～６月 １４６先 ５，６０１百万円
うち保証協会付き ９５先 １，９７１百万円

うち穴水・輪島 新規融資
１～６月 ２４先 ４５５百万円
条件変更
１～６月 ２２先 ５１２百万円

うち七尾 新規融資
１～６月 １３１先 ３，０８５百万円
条件変更
１～６月 ９３先 ４，２８５百万円



＜緊急要望事項＞
1．生活基盤・事業基盤整備のスピードアップ（人の不足）
水道事業者に加え、建設業者（工事の見積もり）、解体業者、運搬業者も地域外からの事業者を導入、

補助する制度の創設

２．公費解体等の行政手続き等におけるスピードアップ
解体家屋の相続関係以外にも隣地を含めた所有権が明確でない物件も行政判断で解体除去可能になる

ように行政指導

３.生活基盤と同時に事業基盤の復旧・復興のスピードアップ（人の不足）
被災地域でなりわい補助金等の申請件数が少ないことから制度の精通者を増やす対応

＜中長期的な事項＞

能登半島共通の基幹産業=観光業について従来の枠を超え、持続可能な将来ビジョンの策定

例：世界に開かれた国際観光地域に生まれ変われるような構想、そのために国際観光のための教育機関、
外国人雇用の相談窓口の能登における設置、データを生かしたDX等の活用



＜緊急要望事項＞ （各論、和倉温泉）

特に当地域の観光の拠点であった和倉温泉については、被災で護岸が損壊しており、再建するに
してもその復旧が焦眉の急である。

県からの説明によると、解体1年、護岸２年、再建２年 計５年という話もあったが、それでは
温泉街全体のイメージが大きく傷つくとともに、一方でその間の従業員の確保もままならない。

当庫としては、被災地全体の支援のため巨額の引当金(約４９億円)を前年度決算で積み増して、
債権買取ファンドの活用を含め、引き続き、和倉温泉の支援に当たる覚悟であるが、共通の基盤
である護岸工事については、現在の見積もりでは約１００億円となり、個別の旅館・ホテルでの
対応は困難であるため、国の全面的な支援、予算措置と工事の実務的な指導をお願いしたい。

以上により、当庫としては２～３年以内に温泉・ホテル全体の８割は一般営業ができるよう
に対応して頂くように強く要望する。

＊市長、県会議員、国会議員、石川県建設業協会会長、商工会議所の方々に陳情しました。



国土交通省 資料



７月１日 岸田首相の和倉温泉視察
とそれに合わせ北陸地方整備局
佐々木港湾空港部長の来訪があった
が、当地の環境整備が遅れており、
市長にも再度、陳情する必要あり
（特に漁業補償）







なりわい補助金等の申請支援の状況

なりわい再建支援補助金 申請 １２１件 交付決定 ６件

特に当庫支援箇所 ８４件
（七尾・穴水・輪島）

小規模・中小企業持続化補助金 申請 ３１件 採択 ９件

特に当庫支援箇所 ２４件
（七尾）

予定を含む



補助金の採択状況（地区別比率）

県内全体 ３市3町以外 3市3町 計 ３市3町地区比率

第1回（R6.3.27） 5 1 6 17%

第2回（R6.5.10） 8 3 11 27%

第3回（R6.6.28） 28 19 47 40%

計 41 23 64 36%

なりわい再建支援補助金

採択率

県内全体 ３市３町以外 ３市3町 計 ３市3町地区比率

第1回 35 10 45 22%

中小企業持続化補助金

（災害枠）

採択率

単純平均 30.3％

住居被害（全壊・半壊） ３市３町比率

３市３町 19,070
86.40%

３市３町以外 2,981 石川県震災被害報１５２報８月１３日現在

小規模事業者持続化補助金（災害枠） 石川県全体 ３２７件



企業(事業体）のライフサイクルと本業支援と資金対応

事業再構築 事業承継

④ ⑤

業容軸 人材支援 販路拡大（マッチィング）

② ③ 商品開発等

①

IT対応

⑦

⑥

資金対応しつつ現状維持＋α 事業再生

90% Ｍ＆Ａ

廃業支援

創業期 成長期 安定期 衰退期 時間軸

創業支援

金融機関としての本業支援

モニタリング、課題発見

８０％



東日本大震災による資金需要のイメージ（津波被災地域）

〇ライフラインの復旧〇災害廃棄物処理
〇応急仮設住宅整備〇施設設備の復旧
〇事業の再開

〇インフラ（道路・河川・砂防・海岸）
復旧

〇農地・漁港復旧
⇒工事等特需

〇自治体の復興計画（新たな都市計画）

による地域再生の本格化

〇観光需要の回復

〇中心市街では被災前の経済・社会が復元

〇一部被災した施設設備の復旧

〇一部停止した事業の再開

〇復旧工事関係の事業への参画

〇東北３県の観光需要の回復

〇東北３県所在企業（デジタル

機械・薬品）の工場進出

10

年

程

度

東北３県（左記を除く）
〇中小企業の施設・設備の損壊

〇取引先の被災による取引の停止と取引先変更に伴う販路の喪失（原子力災害に伴う風評の影

響もあり）

〇観光客の減少

〇中小企業の施設・設備の一部損壊

〇取引先被災による事業の一部停止

〇風評による観光客の減少

住民の流出（一時的避難・復旧断念）

建設・運送業
の需要

工場下請企業の
運転・設備資金

観光客の回復

廃棄物処理業者
の需要

製造業の再開

農林水産業・食
品加工業の再開生活関連需要

小売・飲食・衛生・娯楽、
不動産等

住民構成の変化（建設作
業員⇒工場関係者⇒一
般世帯）、

居住地の変化（中心市街
地への集中）
による需要構造の変化

工事関係者の流入
避難住民帰還

災害救助法適用市町村

（復旧・復興のフェーズ） （関連する事業活動等）

宿泊業等の再開

観光関連事業の拡大

建設・運送業の需
要増

生活関連
の需要増・多様化

復旧を断念した住民の一部が帰還

復興まちづくりの進展に合わせ
た既存／新規事業者による各種創業

1次～３次に至る各産業での
事業の拡大

（参考）



七尾に関して言えば、生活基盤（水道等）は改善しましたが、半島全体を見渡せば残念ながら生活基盤も
なりわいのための事業基盤も復興・復旧が立ち遅れていると言わざるを得ないと思います。地域金融機関
として債権カットのための100億ファンドの創設など、金融面で可能な限りの努力はしたのですが、同時に
最低限の基盤整備のための財政資金、各種補助金の執行や人手不足についての問題は容易に解決しません。
我々はお客様の声を生かして、必要な方面に実情を伝え、必要なら陳情を繰り返すことしかないと考えま
す。
先日、七尾にお見えになった国会議員からも「黙って我慢していれば復旧、復興は遅れるだけだ」との指
摘がありました。

元々当金庫の業種別の融資実績からしても宿泊・飲食業の割合が全国平均の約10倍と高く（除く地方公
共団体の融資実績で約９％）、従ってお客様のコロナ禍による影響は大きく、ゼロゼロ融資が積みあがっ
ていました。約3年経過し返済が始まりかけた時期に今回の震災でありますから、この地域の経済に対する
ダメージが極めて大きかったと言えます。
金庫としては昨年までの債権の一部カットを行っても（100億円の債権買取ファンドの活用）何とかお

客様に事業を継続して頂けるように前期は大幅な引当金を積んで決算を組んだわけですが、やはり地域経
済を復興させるためには、金融措置だけでは限界があり、財政措置も相まって復興の道筋が見えてくるも
のだと実感しています

（まとめ）震災半年経過後の振り返り（金庫内掲示板）



例えば和倉温泉に関しても護岸工事だけでも約100億円必要とのことでありますので、
その予算措置やタイムスケジュールがお客様、地域にとって極めて重要な問題であると考
えます。
時間かければ建物は建つでしょうが、観光業はイメージに寄るところが大きく、ブランド
が傷つく前に新しい付加価値を付加した形で復興しなければ意味がありません。私自身、
早めに対応して頂けるように各方面に陳情を繰り返し、結果的には7月1日に岸田首相に
和倉温泉の護岸を視察頂き、国土交通省が前面に立って今年から工事を始めるとのことに
なりましたので、地域にとっては少し前向きな話になりました。

但し、これ以外にもなりわい補助金等の活用、運用の柔軟化、専門的知識のある人材の不
足やいろいろな計画の見積もりにかかる人手不足など課題は山積しています。そのような
地域の復興に当たってのボトルネックになっている部分を我々はきめ細かく把握し、必要
な状況説明を繰り返していくことになります。

⇒息の長い持続可能な支援を行う、地域の未来を見据えた提言

震災半年経過後の振り返り２



◎なりわい・生活の再建に最優先で取り組む
・4月1日から復興支援チームを中心に輪島支店、穴水支店、七尾商工会議所での相談会を実施中。
ふるさと創生部は「復興推進部」に改編し、復興のスピードアップを図る。

・各種支援策の説明会、なりわい補助金等の補助金の申請支援を行うとともに、地域の実情を踏まえた運用の改善提案を行う。
・「自然災害ガイドライン」「能登半島地震支援ファンド」を活用した二重債務問題の解決を図る。
・個人の生活再建のために各種支援金の相談、説明とともに各種ローンにおいてもお客様の要請に積極的に応じていく。

◎被災事業者を対象とした取り組み
・被災事業者の商品を利用した個人向け復興定期預金／被災地域への寄付を目的とした法人向け復興定期預金
・全国の信用金庫からの支援の声に応え、地域の商品を斡旋するとともに展示商談会にお客さまと一緒に参加。
・協賛を得られた取引先事業者の商品を掲載したガイドブック発行（クーポン付）し、年金世帯へ配付し売上促進を図る。

◎高齢者への経済的な応援
・年金受給者専用定期預金の改訂 （取扱期間令和6年7月1日～令和9年6月30日）
名 称 ：「悠々350」→「悠々500」 取扱限度額 ：350万円 → 500万円
金利上乗せ幅：0.035% →0.050% 預入利率：0.040% →0.075%

◎小口多数取引の原点に立ち返った営業方針を徹底し、金庫の経営基盤の強化を図る。
・当庫の強みである創業支援にも引き続き積極的に取り組む。
・お客様の課題解決に取り組み、取引先や他地域の潜在的な顧客間を繋ぐ仲介機能を十分に発揮する。
・事業先のモニタリング継続実施から信頼関係を構築し、職域での取引拡大（個人取引拡大）を図る。
・人事戦略、研修方針を見直し渉外力の強化を図る。

令和６年度金庫の重点施策
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（単位：百万円）

右軸
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